
◎民法及び家事事件手続法の一部を改正する法律 
（平成三〇年七月一三日法律第七二号）   

一、 提案理由（平成三〇年六月六日・衆議院法務委員会） 

○上川国務大臣 民法及び家事事件手続法の一部を改正する法律案につきまして、その

趣旨を御説明いたします。 

 この法律案は、高齢化の進展等の社会経済情勢の変化に鑑み、配偶者の死亡により残

された他方配偶者の生活への配慮等の観点から、民法及び家事事件手続法の一部を改正

しようとするものであります。 

 この法律案は、まず、民法の一部を改正して、相続に関する規定を見直すこととして

おり、その要点は、次のとおりであります。 

 第一に、相続人である配偶者が、終身又は一定期間、無償で、被相続人の財産に属し

た建物の使用及び収益をすることができる権利を創設し、遺産分割又は遺贈により、こ

れを取得することができることとしております。 

 第二に、共同相続された預貯金債権がある場合には、各共同相続人は、遺産分割が終

了するまでの間も、預貯金債権のうち一定額については、単独で払戻しをすることがで

きることとしております。 

 第三に、自筆証書遺言の要件を緩和し、自筆証書に相続財産の全部又は一部の目録を

添付する場合には、その目録については自書することを要しないこととしております。 

 第四に、遺留分を侵害された者の権利の行使によって遺贈又は贈与の全部又は一部が

当然に失効することとされている現行法の規律を見直し、遺留分侵害額に相当する金銭

債権が生ずることとしております。 

 第五に、特別の寄与の制度を新たに設けることとしております。具体的には、被相続

人の親族で相続人以外の者が、被相続人の療養看護等を無償でしたことにより被相続人

の財産の維持又は増加に特別の寄与をした場合には、相続の開始後、相続人に対して金

銭の支払いを請求することができることとしております。 

 また、この法律案は、家事事件手続法の一部を改正して、預貯金債権の仮分割の仮処

分について遺産分割前の保全処分の要件を緩和するとともに、民法において新設する特

別の寄与の制度に関する手続規定を設けることとしております。 

……………（略）…………… 

 以上が、これら法律案の趣旨であります。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決くださいますようお願いいたします。 

二、 衆議院法務委員長報告（平成三〇年六月一九日） 

○平口洋君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、法務委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 まず、民法及び家事事件手続法の一部を改正する法律案は、高齢化の進展等の社会経

済情勢の変化に鑑み、相続が開始した場合における配偶者の居住の権利及び遺産分割前



における預貯金債権の行使に関する規定の新設、自筆証書遺言の方式の緩和、遺留分の

減殺請求権の金銭債権化、特別の寄与の制度の新設等を行おうとするものであります。 

……………（略）…………… 

 両案は、去る六月五日本委員会に付託され、翌六日上川法務大臣から提案理由の説明

を聴取し、八日質疑に入り、十三日参考人から意見を聴取しました。十五日、質疑を終

局し、民法及び家事事件手続法の一部を改正する法律案については、討論を行い、採決

の結果、賛成多数をもって、また、法務局における遺言書の保管等に関する法律案につ

いては、採決の結果、全会一致をもって、いずれも原案のとおり可決すべきものと決し

ました。 

 なお、両案に対し附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（平成三〇年六月一五日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべきである。 

一 現代社会において家族の在り方が多様に変化してきていることに鑑み、多様な家族

の在り方を尊重する観点から、特別の寄与の制度その他の本法の施行状況を踏まえつ

つ、その保護の在り方について検討すること。 

二 性的マイノリティを含む様々な立場にある者が遺言の内容について事前に相談でき

る仕組みを構築するとともに、遺言の積極的活用により、遺言者の意思を尊重した遺

産の分配が可能となるよう、遺言制度の周知に努めること。 

三 法務局における自筆証書遺言に係る遺言書の保管制度の実効性を確保するため、遺

言者の死亡届が提出された後、遺言書の存在が相続人、受遺者等に通知される仕組み

を可及的速やかに構築すること。 

四 法務局における自筆証書遺言に係る遺言書の保管制度の信頼を得るため、遺言書の

保管等の業務をつかさどる遺言書保管官の適正な業務の遂行を担保する措置を講ずる

よう検討すること。 

三、参議院法務委員長報告（平成三〇年七月六日） 

○石川博崇君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、法務委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 まず、民法及び家事事件手続法の一部を改正する法律案は、高齢化の進展等の社会経

済情勢の変化に鑑み、相続が開始した場合における配偶者の居住の権利及び遺産分割前

における預貯金債権の行使に関する規定の新設、自筆証書遺言の方式の緩和、遺留分の

減殺請求権の金銭債権化等を行おうとするものであります。 

……………（略）…………… 

 委員会におきましては、両法律案を一括して議題とし、参考人から意見を聴取すると

ともに、配偶者居住権の評価価値、特別の寄与に関する請求権者の範囲、相続における

事実婚等の相手方の地位、遺言書保管制度の周知と遺言者への成り済ましの防止策等に



ついて質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、立憲民主党・民友会を代表して小川委員よ

り、民法及び家事事件手続法の一部を改正する法律案に反対、法務局における遺言書の

保管等に関する法律案に賛成、沖縄の風を代表して糸数委員より、民法及び家事事件手

続法の一部を改正する法律案に反対する旨の意見がそれぞれ述べられました。 

 討論を終局し、順次採決の結果、民法及び家事事件手続法の一部を改正する法律案は

多数をもって、法務局における遺言書の保管等に関する法律案は全会一致をもって、そ

れぞれ原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

 なお、両法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（平成三〇年七月五日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべきである。 

一 現代社会において家族の在り方が多様に変化してきていることに鑑み、多様な家族

の在り方を尊重する観点から、特別の寄与の制度その他本法の施行状況を踏まえつつ、

その保護の在り方について検討すること。 

二 性的マイノリティを含む様々な立場にある者が遺言の内容について事前に相談でき

る仕組みを構築するとともに、遺言の積極的活用により、遺言者の意思を尊重した遺

産の分配が可能となるよう、遺言制度の周知に努めること。 

三 配偶者居住権については、これまでにない新たな権利を創設することになることか

ら、その制度の普及を図ることができるよう、配偶者居住権の財産評価を適切に行う

ことができる手法について、関係機関と連携しつつ、検討を行うこと。 

四 法務局における自筆証書遺言に係る遺言書の保管制度の実効性を確保するため、遺

言者の死亡届が提出された後、遺言書の存在が相続人、受遺者等に通知される仕組み

を可及的速やかに構築すること。 

五 法務局における自筆証書遺言に係る遺言書の保管制度の信頼を高めるため、遺言書

の保管等の業務をつかさどる遺言書保管官の適正な業務の遂行及び利便性の向上のた

めの体制の整備に努めること。 

六 今回の相続法制の見直しが国民生活に重大な影響を及ぼすものであることから、国

民全般に十分に浸透するよう、積極的かつ細やかな広報活動を行い、その周知徹底に

努めること。 

  右決議する。 

 


